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●外国人についての投票資格に係る現状（資格条件としての在留国における在留

期間の定めに関して） 

 
 
１ 諸外国の外国人住民投票権の状況 
○ ヨーロッパ諸国等 

・ マーストリヒト条約に基づく「ＥＵモデル」に代表される「互恵型」か、永住資格または

一定期間の合法的在留を要件として、出身国にかかわらず、投票資格を認めるタイプがある。

（別紙資料参照（出典 田中宏・金敬得「日・韓「共生社会」の展望」）） 

  

○ スウェーデンの例（地方自治体における住民投票に関する法律） 

 （一定期間の合法的在留を要件として、出身国にかかわらず投票資格を認めた、北欧諸国の

すう勢となったモデル） 

 

コミューン内の住民投票に参加できる者は、当該コミューン内に住民登録を有する

者で、且つ投票日に１８歳に達している者でなければならない。 

外国人の場合、住民投票の行われる３年前の１１月１日までにスウェーデン国内に

住民登録を行っている者にかぎり、住民投票に参加することができる。 

 

○ 韓 国 

 出身国にかかわらず、永住の在留資格を要件として住民投票の資格を認めている。 

 

住民投票法（2004 年１月２９日公布） 

 ・ 出入国管理関係法令により大韓民国に継続して居住することのできる資格（在留資格変

更許可または在留期間延長許可を通じ、継続して居住することのできる場合を含む）を持

つ者で、地方自治体の条例が定める２０歳以上の外国人に、住民投票権を認めている。 

（第５条） 

 ・ 法案の審議過程で政府側は、住民投票権付与の対象に、韓国人の外国人配偶者や、５年

以上長期居住する永住権者などを念頭においており、住民投票は選挙権の行使というより

は地域政策に対する参与であるから、外国人に許容しても何の問題もない、と説明した。 

 ・ 住民投票法が公布されると、行政自治部は「住民投票条例標準案」を用意し、各地方自

治体に勧告した。標準案は第３条で、「２０歳以上の外国人で投票名簿作成基準日現在、

○○市に住所を置いており、出入国管理関係法令の規定により永住の在留資格を持つ者」

に対して住民投票権を認める、としている。 

 ・ 各自治体は、外国人の参加要件について政府標準案をそのまま受け入れて「住民投票条 

  例」を制定した。（住民投票法による韓国初の住民投票は 2005 年７月、済州道（チェジュ

ドウ）で実施され、永住権を持つ外国人に投票資格が与えられた。） 

 

（出典 田中宏・金敬得「日・韓「共生社会」の展望」） 
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２ 日本における外国人住民投票権の考え方及び入国管理における在留期間の仕組み 

  
 ◆岐阜県御嵩町における産業廃棄物処理施設の設置についての住民投票に関する条例が、投票

資格を有する者を選挙人名簿の登録者に限定としたことが、憲法２１条、１４条等に違反し

不当として、在日韓国人が町を被告に国家賠償法に基づいて慰謝料を求めた訴訟 
○ 平成１４年２月１９日 名古屋高裁判決(平成１４年9月27日 最高裁上告棄却により確
定) 

   「憲法９３条２項にいう「住民」とは、地方公共団体の区域内に住所を有する日本国民を

意味すると解され、我が国に在留する外国人に対して地方公共団体の長、その議員等の選挙

権を保障したものではない。 
   ただ、憲法第８章の地方自治に関する規定は、民主主義社会における地方自治の重要性に

鑑み、住民の日常生活に密接な関連を有する公共的事務は、その地方の住民の意思に基づい

てその区域の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法上の制度として保障しようと

いう趣旨に出たものと解されるから、我が国に在留する外国人であって、特別永住者等その

居住する区域の地方自治体と特段に緊密な関係を持つに至ったと認められる者について、そ

の意思を日常生活に密接な関連を有する公共的事務の処理に反映させるべく、条例をもって、

地方公共団体の区域における住民投票等の意思決定手続き過程に参加する措置を講ずるこ

とまで憲法上禁止されているものとまでは解せない（最高裁平成７年２月２８日第３小法廷

判決）。しかしながら、このような措置を講ずるかどうかは地方公共団体の立法政策にかか

わる事柄であって、憲法上このような措置を構ずべきことを命じているものと解することは

できない。」 
 
（参考） 
・ 日本国憲法 第９３条第２項 

地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共

団体の住民が、直接これを選挙する。  
 
 
 

○ 在留期間手続（出入国管理及び難民認定法）の仕組み 
 
・ 短期の在留資格と考えられる、「短期滞在、留学、就学、研修」等（就労活動が認められ

ない）は、申請で認められる在留期間は最長９０日、１年、２年となっている。 
・ 就労が認められる在留資格（「投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術、

人文知識・国際業務、企業内転勤、技能」など）は、申請で一度に認められる在留期間は、

最長が原則３年となっている。 
・ 就労目的の在留資格である「興行」は、平成１１年の在留期間の伸長の見直しにおいて、

最長在留期間の見直しが行われず、最長１年の在留期間となっている。 
・ 当初許可された在留期間を超えて引き続き在留することを希望する場合や、当初と在留目
的と異なる新たな目的のための在留資格への変更を希望する場合は、在留期間更新や在留

資格変更の許可が必要となる。 
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◇ 神奈川県 在留資格（在留目的）別外国人登録者（平成１６年末） 

 

区 分 活動内容 在留資格 最長在留期間 外国人登録者数 構成比 

総        数 １４７，６４６ 100.0

特別永住者 ２２，８８３ 15.5

（一般）永住者 

無制限 

３５，７４６ 24.2

日本人の配偶者等 ２１，５１０ 14.6

永住者の配偶者等 １，０７９ 0.7

居住資格 活 動 内 容

に 制 限 な

し 

定住者 

 

３年 

１４，６０３ 9.9

教授、芸術、宗教、 

報道 

３年 ７３５ 0.5

投資・経営、法律・会

計事務、医療、研究、

教育、技術、人文知識・

国際業務、企業内転勤、

技能 

３年 １０，９６４ 7.4

就労活動 

興行 １年 ３，７３３ 2.5

文化活動 １年 ２０５ 0.1

短期滞在 90 日 ９，７７８ 6.6

留学 ２年 ８，５３４ 5.8

就学 １年 ３，０２１ 2.0

研修 １年 １，４３３ 1.0

非 就 労 活

動 

家族滞在 ３年 ７，２７６ 4.9

活動資格 

指定活動 特定活動 ３年 １，６１３ 1.1

その他 ４，５３３ 3.1

（平成１７年版 在留外国人統計） 

 

 

◇ 再入国許可を得ない出国が多い在留資格（平成１６年 全出国者） 

 

在留資格 出国者数 うち再入国許可を得た者 再入国許可取得

率（％） 

 興 行 135,747 3,318 ２．４

 研 修 38,841 2,179 ５．６

 特定活動 40,492 12,671 ３１．３

 文化活動 6,713 3,320 ４９．５

（平成１７年版 出入国管理統計年報） 

 

 




